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○ 平成13年９月にBSE(牛海綿状脳症)の発生が国内で初めて確認され、その後、食品不正表示事件が相次いだことなどを契機に、
食の安全に対する国民の信頼が揺らいでいます。

○ 消費者が求め、消費者に選択される農産物や食品を供給することが、農業と食品産業が発展するための基本です。
このため、消費者の視点を反映させ、食品の安全性の確保や需要に応じた農業生産の促進などの施策を実施しています。

○ その際、消費者が、正しい理解に基づき安心して安全な食品を選択できるよう、農産物と食品に関する正確な情報を提供します。
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■ 食品購入時における消費者の意識・関心

資料：農林漁業金融公庫「平成16年度第１回消費者動向等に
関する調査(食生活や食育に関するアンケート調査)」

（％）

値段より安全性を重視して購入
するようになった

一般の情報で安全かを確認しており、
今までと行動は変わらない

表示の有無などを確認し、内容を理解
した上で購入するようになった

信頼できる店で購入しているので、
今までと行動は変わらない

トレーサビリティ・システムを利用し、
生産履歴を確認するようになった

その他

資料：農林水産省「食料品消費モニター調査」（平成15年８月）

■ 食品供給の各段階における消費者の不安感

3.3 5.391.4輸入農産物、輸入原材料等の安全性

6.0 19.7 74.3製造・加工工程での安全性

36.6 54.49.0 その他

7.8    43.0 49.3流通過程での安全性

8.2 62.229.6 家庭での取り扱い方

5.820.573.7外食店舗での安全性

7.1 35.9 57.0小売店での安全性

4.7 17.777.6農畜水産物の生産過程での安全性

無回答無回答
不安が不安が
ないない

不安が不安が
あるある項項 目目

(％)
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Ⅰ．背景と基本的な視点



農林水産省の「食の安全と消費者の信頼の確保」に関する施策

食品の安全食品の安全食品の安全

家畜や水産動物の衛生家畜や水産動物の衛生家畜や水産動物の衛生

植物防疫植物防疫植物防疫

消費者の
信頼の確保

消費者の消費者の
信頼の確保信頼の確保

食の安全の確保食の安全の確保食の安全の確保

「
安
全
」
＋

「
信
頼
」
↓

「
安
心
」

食料安全保障食料安全保障食料安全保障食事習慣食事習慣食事習慣栄 養栄栄 養養

飼料・飼料添加物・動物用医薬品の適正使用・管理飼料・飼料添加物・飼料・飼料添加物・動物用医薬品動物用医薬品の適正使用・管理の適正使用・管理

牛トレーサ
ビリティの
着実な実施

牛トレーサ牛トレーサ
ビリティのビリティの
着実な実施着実な実施

農作物の病害虫の侵入・まん延防止農作物の病害虫の農作物の病害虫の侵入・侵入・まん延防止まん延防止

農薬の適正使用・管理農薬の適正使用・管理農薬の適正使用・管理

ＧＡＰの導入ＧＡＰの導入ＧＡＰの導入

食品表示の適正化と
ＪＡＳ規格の充実

食品表示の適正化と食品表示の適正化と
ＪＡＳＪＡＳ規格の充実規格の充実

リスクコミュニケーション
の推進

リスクコミュニケーションリスクコミュニケーション
の推進の推進

トレーサ
ビリティ・
システム
の導入

トレーサトレーサ
ビリティ・ビリティ・
システムシステム
の導入の導入

有害化学物質への対策有害化学物質への対策有害化学物質への対策

ＨＡＣＣＰの
導入

ＨＡＣＣＰのＨＡＣＣＰの
導入導入

有害微生物への対策有害微生物への対策有害微生物への対策

家畜衛生対策家畜衛生対策家畜衛生対策ＢＳＥ
対策

ＢＳＥＢＳＥ
対策対策

鳥インフル
エンザ対策

鳥インフル鳥インフル
エンザ対策エンザ対策
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○ 食品安全を巡る様々な問題の発生などを契機として、食品の安全性の確保に関する施策を総合的に推進するため、政府は、

① 食品安全基本法を制定して食品安全行政の基本理念を策定
② 食品安全行政に、リスク管理、リスク評価、リスクコミュニケーションからなる「リスク分析」の考え方を導入
③ リスク評価を行う食品安全委員会の設置、リスク管理を行う農林水産省、厚生労働省の組織改革

を実施しました。

１．食の安全の確保

○食品衛生に関するリスク管理

・添加物指定・農薬等の残留基準や食品

加工・製造基準等の策定
・食品の製造、流通、販売等に係る監視
指導等を通じた食品の安全性の確保
・リスクコミュニケーションの実施

内閣府内閣府

食品安全担当大臣

諸外国・
国際機関等

その他関係行政機関

消費者・事業者等消費者・事業者等

リスクコミュニケーション

関係者相互間の幅広い
情報や意見の交換

○農林水産物等に関するリスク管理

・生産資材の安全性確保や規制等

・農林水産物等の生産、流通及び消費
の改善行動を通じた安全性確保
・リスクコミュニケーションの実施

農林水産省農林水産省農林水産省 厚生労働省厚生労働省厚生労働省

○リスク評価(食品健康影響評価)
・リスクコミュニケーションの実施
・緊急の事態への対応

評価結果の通知、勧告

評価の要請 評価の要請

評価結果の通知、勧告

情報収集・交換

食品安全委員会食品安全委員会食品安全委員会

■ 食品安全行政の体制（平成15年７月～）

-３-

Ⅱ．食の安全及び消費者の信頼の確保



（１）リスク管理の標準手順書の策定

○ 食品安全行政にリスク分析が導入され、科学的原則及び国際基準に基づいたリスク管理の実施が課題となっています。

○ このため、科学に基づいた食品安全行政を一貫した考え方で行うための「食品の安全性に関するリスク管理の標準手順書」を
公表しました。農林水産省は、この手順書の対象となる危害要因について、適宜関係者と意見・情報の交換をしつつ、食品の安全
に関する情報の収集・分析、危害要因に関するデータの作成、リスク評価の諮問、リスク管理措置の検討・決定などを行います。

・農林水産省が行うリスク管理(危害要因

に関する情報の収集・分析、データの

作成、リスク評価の諮問、施策の検討・

決定に当たり考慮すべき事項等)の

標準的な手順を明確にした手順書

・科学的原則に基づいて国際的に合意され
た枠組みに則ったリスク管理が可能

・リスク管理を一貫した考え方の下で実施

・リスク管理の過程で消費者など利害関係
者の意見を反映

リスク管理の標準手順書 食品安全に係るリスク分析

【内 容】

【効 果】

-４-

■リスク分析

何らかの問題が発生する可能性がある場合、問題発生を未然に
防止したり、悪影響の起きる可能性を低減したりすること。

□リスク管理

どの程度のリスクがあるのかを実態調査をすることにより
知った上で、「生産現場から食卓まで」を通じて食品の安全
を確保する措置をとること。

□リスク評価

食品中に含まれる有害物質などを摂取することにより、
どのくらいの確率でどの程度の健康への悪影響が起きるか
を科学的に評価すること。

□リスクコミュニケーション

リスク分析の全過程において、消費者など関係者間でリスク
についての情報・意見を交換すること。

１．食の安全確保



（２）農場から食卓までのリスク管理の徹底

○ 消費者に安全な食料を供給するためには、生産段階から消費段階にわたるリスク管理の徹底が必要です。

このため、生産資材の適正使用・管理、家畜衛生対策、農業生産における危害対策や管理方法を取りまとめたＧＡＰ

(適正農業規範)の導入などの施策を実施しています。

消費者消費者生産者生産者

家
畜
衛
生
対
策

食
品
製
造
業
の
許
可

食
品
販
売
業
、

飲
食
料
品
店
の
許
可

Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
の
導
入

食
品
等
の

規
格
・基
準
の
遵
守

生
産
資
材
の
適
正

使
用
・管
理

加工・流通段階加工・流通段階生産段階生産段階

食品食品農畜水産物農畜水産物

厚生労働省
（食品衛生規制等）

厚生労働省
（食品衛生規制等）

農林水産省
（農林水産物の生産行程における規制等）

農林水産省
（農林水産物の生産行程における規制等）

食品安全委員会 (人の健康に与える影響の科学的評価）食品安全委員会 (人の健康に与える影響の科学的評価）

連携連携

Ｇ
Ａ
Ｐ
の
導
入

農林水産省(農林水産物等の生産、流通及び消費の改善を通じた安全性確保）農林水産省(農林水産物等の生産、流通及び消費の改善を通じた安全性確保）

１．食の安全確保

-５-



（２）農場から食卓までのリスク管理の徹底

○ 農薬など生産資材の使用基準を必要に応じて見直すとともに、その遵守を徹底しています。

○ 農産物や食品に含まれる有害な物質については、リスクの程度や汚染状況の実態調査を行い、その結果に基づいて適切なリスク
管理を実施しています。

○ 主な作物別(野菜、果樹、穀類、きのこ)のＧＡＰ(適正農業規範)の策定と普及のためのマニュアルを整備し、各地域や作物の
特性等に応じたＧＡＰの策定と、これに基づく農業者・農業団体や事業者による自主的な取組を促進しています。

農林水産省農林水産省

・農薬、肥料、飼料、動物

用医薬品等の生産資材の

品質の保全や適正な使用

等を確保するための製造、

販売、使用等の規制

農薬取締法、肥料取締法、

飼料の安全性の確保及び

品質の改善に関する法律、

薬事法（厚労省共管）等

・飲食に起因する衛生上の

危害の発生を防止し、公

衆衛生の向上・増進に寄

与するための、規格基準

の策定、食品営業者等の

許可・検査・指導、食中

毒の調査等の規制

食品衛生法、と畜場法、

食鳥処理の事業の規制及

び食鳥検査に関する法律

等

連
携

厚生労働省厚生労働省

■ 農畜水産物の安全性を確保するための制度 ■ 食品安全のためのＧＡＰ(注)

① 生産段階における取組

(注)ＧＡＰは特定の目的のために生産管理の要点を示す一般的概念
であり、食品安全性の確保の他、環境保全、労働安全等様々な
目的を持つＧＡＰの例がある。

・用途別の水質確認

○○病原微生物対策病原微生物対策

・完熟堆肥の使用

○○化学的危害要因対策化学的危害要因対策

・重金属汚染の確認

・農作物中の硝酸塩
含有量の低減

○○異物混入の防止異物混入の防止

・農薬の飛散防止

○○生産資材の適切な使用生産資材の適切な使用
及び保管及び保管

・病害虫の発生予察情報
の活用

・耐病性品種の導入

○○作業記録作業記録

生産の実態に応じた産地ごとの

ＧＡＰを農業者自らが策定し、実践

・先駆的な産地 ・産地実証を通じた普及・浸透

・かび毒汚染の防止

○○トレーニングトレーニング

・施肥基準に従った適切
な施肥

-６-



○ 家畜の伝染病の発生を予防する観点から、飼養衛生管理基準を周知徹底し、これに即し、畜産農家における家畜の衛生管理の
向上を図っています。

○ また、特定家畜伝染病防疫指針に基づき、国、地方公共団体、関係機関等が連携して、家畜の伝染病の発生及びまん延防止等を
実施しています。

② 家畜防疫体制の強化

■ 特定家畜伝染病防疫指針(平成16年11・12月)■ 飼養衛生管理基準(平成16年９月)

発発 生生

Ａ町

農林水産省 Ｂ県

試験研究機関

関係省庁

専門家の派遣
家畜防疫員等の

派遣

防疫活動に
対する協力

疫学調査

協力依頼

連携

連絡・調整

連携

連絡・
調整

高病原性鳥インフルエンザ、口蹄疫、ＢＳＥの３疾病について作成

通行の制限
に対する協力

家畜の飼養衛生管理基準
の設定
-衛生管理を徹底することで
疾病を予防

消費者

○枝肉・部分肉
・加工品の微

生物汚染・増
殖防止

○病畜の廃棄
（全部又は一部）

○枝肉の微生物
汚染・増殖防止

○枝肉・部分肉
・加工品の
微生物汚染・
増殖防止

○畜舎、器具の清掃、消毒等
を行うこと。
○畜舎に出入りする場合、消
毒等の措置を講ずること。
○飼料や水に家畜の排せつ物
等が混入しないように努め
ること。
○家畜の導入時、異常がない
ことを確認するまで他の家
畜と接触させないようにす
ること。
○他の農場等に立ち入った者
が畜舎に立ち入らないよう
にすること。 等

生産農場

罰

則

家畜の飼養者が家畜の衛生管理の方法に
関し遵守すべき最低限の基準衛

生
管
理
の
向
上

（家畜伝染病予防法）
【農林水産省】

卸売・
小売業者

命

令

勧

告

指
導
・助
言

食肉・食鳥
処理・加工場

と畜場・
食鳥処理場

食品供給行程の各段階における適切な措置によ
り食品の安全性を確保(と畜場法・食品衛生法）

【厚生労働省】

（２）農場から食卓までのリスク管理の徹底
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○ 水際における動植物検疫体制の充実や輸入食品の検査の強化等を図るとともに、輸入農産物のリスク管理に関する情報の収集・
提供や輸入野菜等の残留農薬の調査等の取組を強化しています。

③ 輸入に関する取組

生産者 食品事業者・輸入業者

【輸出国】 【輸入時】 【国内流通】

１．海外農産物リスク管理１．海外農産物リスク管理
対策実施状況調査対策実施状況調査

生産工程における使用資材
の種類、使用実態等に関す
る情報収集、調査 等

２．リスク管理関連情報の提供２．リスク管理関連情報の提供

（海外のリスク管理対策実施状況等）

農
林
水
産
省

農
林
水
産
省

輸入農産物リスク管理

情報の収集・提供

情報収集

情報収集・提供

【(独)消費技術センター】 消
費
者
に
対
し
て
よ
り
安
全
な
輸
入
食
品
の
提
供

■■ 輸入食品の検疫（監視体制の充実・強化）輸入食品の検疫（監視体制の充実・強化）

（独）農林水産消費技術センターにおける輸入

野菜等に関する残留農薬調査結果（概要）

Ｈ15 Ｈ16
モニタリング検査数 73,000 →76,000
食品衛生監視員 283 → 295

輸入届出件数1,683,176件(重量34,162千トン)の
10.2％に当たる170,872件の検査を実施、1,430件を
食品衛生法違反として積戻し又は廃棄(平成15年）

違反を繰り返す食品
については包括的な
輸入禁止

輸出国における衛生
対策の推進

輸
入
業
者

食
品
等
輸
入
の
届

出

審
査

検疫所（３１カ所）

・登録検査機関への試験業
務委託による検査体制の充実

モニタリング検査

都
道
府
県
等
の
収
去
検
査

・登録検査機関の活用によ
る検査実施体制の充実等

命令検査

合格

不合格

積戻し、廃棄

情報収集
・提供

厚
生
労
働
省

厚
生
労
働
省

違反の可能性の高いもの
⇒全数調査

■ 輸入農産物の安全確保対策の概要

実施件数（違反件数）検査
項目 14年度

666(1)

（注)「違反件数」とは、基準値を超過した件数又は
検出されてはならない残留農薬が検出された件数。

対象
食品 15年度 16年度

残留
農薬

輸入
野菜等

626(4) 600(0)

-８-

（２）農場から食卓までのリスク管理の徹底

連
携



（３）リスクコミュニケーションの推進

○ 食品の安全性の確保に関する施策の策定に国民の意見を反映し、その過程の公正性及び透明性を確保するため、消費者、
事業者など関係者にわかりやすい情報を積極的に提供するとともに、関係者間の意見交換を実施しています。

■ リスクコミュニケーションの取組実績（平成15年７月～17年９月）

○農林水産大臣等と消費者など関係者との意見交換会・懇談会の開催

→「大臣と消費者等との定例懇談会」等を定期的に開催（６回）

○○農林水産大臣等と消費者など関係者との意見交換会・懇談会の開催農林水産大臣等と消費者など関係者との意見交換会・懇談会の開催

→「大臣と消費者等との定例懇談会」等を定期的に開催（６回）

○関係者との意見交換会の開催

→食品安全委員会、厚生労働省との連携により、個別テーマごとの関係者との意見交換会を開催
・「食品に関するリスクコミュニケーション」(46回) ・各地域での意見交換会(59回)

○○関係者との意見交換会の開催関係者との意見交換会の開催

→食品安全委員会、厚生労働省との連携により、個別テーマごとの関係者との意見交換会を開催
・「食品に関するリスクコミュニケーション」(46回) ・各地域での意見交換会(59回)

○地方農政局等における意見交換会等の取組

→地方農政局、地方農政事務所等において、シンポジウムや意見交換会等を実施
・シンポジウムや意見交換会等の主催（2,400回）(17年６月末現在)
・パネラーや講師の派遣（10,961回） (17年６月末現在)

○○地方農政局等における意見交換会等の取組地方農政局等における意見交換会等の取組

→地方農政局、地方農政事務所等において、シンポジウムや意見交換会等を実施
・シンポジウムや意見交換会等の主催（2,400回）(17年６月末現在)
・パネラーや講師の派遣（10,961回） (17年６月末現在)

○ホームページやメールマガジンを通じた情報提供

→本省、地方農政局、地方農政事務所等の関係機関がホームページ等を活用して、食の安全・安心
に関する情報を提供。
→農林水産省、食品安全委員会、厚生労働省からの食の安全・安心情報を「食品安全エクスプレス」
として発信。（配信数：12,359通(９月末現在)）

○○ホームページやメールマガジンを通じた情報提供ホームページやメールマガジンを通じた情報提供

→本省、地方農政局、地方農政事務所等の関係機関がホームページ等を活用して、食の安全・安心
に関する情報を提供。
→農林水産省、食品安全委員会、厚生労働省からの食の安全・安心情報を「食品安全エクスプレス」
として発信。（配信数：12,359通(９月末現在)）

○政府公報を通じた情報提供

→政府提供テレビ番組に出演し、食の安全・安心をテーマとした農林水産省の取組を紹介。
→テレビ、ラジオ、新聞

○○政府公報を通じた情報提供政府公報を通じた情報提供

→政府提供テレビ番組に出演し、食の安全・安心をテーマとした農林水産省の取組を紹介。
→テレビ、ラジオ、新聞

-９-



○ 生産・加工・流通の各段階において、食品の生産や流通に関する情報が追跡・遡及できるトレーサビリティ・システム(生産流通
情報把握システム)について、牛肉に加え、それ以外の食品についても、農業者・食品産業事業者による自主的な導入を促進して
います。

■ 農林水産省によるトレーサビリティ・システム導入促進策

■■ 基本的な考え方の公表基本的な考え方の公表
生
産
者
や
食
品
事
業
者
に
よ
る
シ
ス
テ
ム
導
入
の

自
主
的
な
取
組
を
支
援

(注)国内産牛肉については、法によってトレーサビティ
システムの実施が義務付け。

■■ 品目別ガイドラインの作成品目別ガイドラインの作成

■■ ユビキタス食の安全・安心システムの開発・導入ユビキタス食の安全・安心システムの開発・導入

「食品のトレーサビリティシステムの構築に向けた
考え方」(16年３月) 

①「青果物のﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ導入ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」(16年３月)
②「ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ構築に向けた外食産業ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」
(16年3月)
③「鶏卵ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ導入ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」(16年11月)
④「貝類（ｶｷ・ﾎﾀﾃ）のﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨｼｽﾃﾑｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」
（17年3月）

■■ 先進的システムの開発・実証試験及びシステムの導先進的システムの開発・実証試験及びシステムの導
入に必要な情報関連機器、分析機器等の整備への助成入に必要な情報関連機器、分析機器等の整備への助成

① ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ・ｼｽﾃﾑ開発事業の実施（15年～16年）
② ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ・ｼｽﾃﾑ導入促進対策事業の実施
（１５年～）

① システム開発（17年～）
② モデル地区整備（17年～）

■ 食品のトレーサビリティ・システム

･生産者名
･品種
･農薬・肥料
･収穫日
などを記録

･原料入荷日
･加工日
･出荷日
などを記録

･入荷日
･陳列日
･保管状況
などを記録

生産 加工 流通 消費者

もっと
詳しい
情報が
知りたい

この食品
は安心

･生産者名 ･品種
･農薬 ･肥料
･収穫日 ･入荷日
･加工日 ･陳列日
など

バーコード、電子タグなど

（１）トレーサビリティ・システムの導入
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２．消費者の信頼の確保



（２）食品表示の適正化と規格の充実

○ 食品表示の信頼確保のため、国、地方公共団体や消費者による日常的な監視を実施しています。

○ 食品表示をさらにわかりやすいものに改善するため、「食品の表示に関する共同会議」において、食品の表示基準全般について
見直しを推進しています。また、主な原材料の原産地表示を進めることとし、平成18年度までに生鮮食品に近い加工食品の全てに
ついて原則として表示を義務化します。

○ 食品の生産履歴に関する情報に対する消費者の関心の高まりに対応し、生産情報公表ＪＡＳ規格を制定するととともに、有機
畜産物に関するＪＡＳ規格を制定しています。

■ 共同会議における審議体制

農林物資規格調査会農林物資規格調査会 薬事・食品衛生審議会薬事・食品衛生審議会

食品の表示に関する共同会議

全く同一の委員で構成、共同開催

表示基準の設定表示基準の設定 表示基準の設定表示基準の設定

表示事項の審議

ＪＡＳ法に基づく
表示基準

食品衛生法に基づく
表示基準

【よりわかりやすい食品表示への改善】

－主な原材料の原産地表示の充実

（８品目→20品目群：平成18年10月以降義務化）

【社会的ニーズに対応した新たなＪＡＳ規格の制定】

－生産情報公表ＪＡＳ規格の制定

－有機畜産物のＪＡＳ規格の制定

生産情報が正確に記録・保管され、事実
に即して公表されていることを示す
「生産情報公表ＪＡＳマーク」

有機食品についての規格に基づいて
生産・製造されたことを示す
「有機ＪＡＳマーク」

■ ＪＡＳ法に基づく表示と規格の充実
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